
交付額　４億６，２２１万５千円

（単位：千円）

No
事業名

【国補助事業】
事業概要

①目的、②内容（経費内訳等）、③事業の対象又は施設
事業期間 総事業費 交付金充当額

事業の実施内容
（実績）

事業効果

1 イベントサポート事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①大勢の参加が想定される根上り七夕まつり、辰口まつりにおいて、新型コロナウイルス感染症の対策を施し、ま
つりを開催することで、来場者が安心安全にまつりを楽しめる環境を整備
②まつり会場における新型コロナウイルス感染症対策（検温、サイン（案内看板）、入場者密集対策）に関する委
託料
　・委託料：994千円
③対象施設：根上り七夕まつり会場、辰口まつり会場

R4.7～R4.8                994                900 

（委託料）
まつり会場で新型コロナウイルス感染
症対策を実施
・根上り七夕まつり
・辰口まつり　　　　　　計　２会場

多数の人が訪れる２つのまつり会場において、検温、案内看板、入場
者密集対策等の新型コロナウイルス感染症対策を施すことで、来場
者が安心安全にまつりに参加できる環境を整備できた。

2 特別くらし応援事業

①国の「住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金」に準じ、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた住
民税非課税世帯等に対し、１世帯あたり５千円の現金を給付
②市独自の特別くらし応援給付にかかる経費
　・扶助費：1,715千円
③住民税非課税世帯、家計急変世帯

R4.8～R4.12              1,715              1,500 
（扶助費）
住民税非課税世帯への給付：339世帯
家計急変世帯への給付：４世帯

新型コロナウイルス感染症の流行による影響により、様々な困難に
直面した住民税非課税世帯等（343世帯）に対し、生活・暮らしの応援
給付金を支給することで、収入の減少により暮らしが困難に直面した
家計への速やかな支援を行うことができた。

3 保育施設安全管理対策事業

①新型コロナウイルス感染症対策（飛沫防止、密集対策、消毒等）に必要な消耗品等の購入や園舎の消毒作業
を実施し、市内全市立保育園における新型コロナウイルス感染症対策を実施
②保育園の感染症対策にかかる消耗品費、委託費等にかかる経費
　・需用費：867千円
　・委託料：1,276千円
　・備品購入費：2,328千円
③施設：能美市内の全市立保育園

R4.4～R4.8              4,471              4,200 

（委託料、需用費、備品購入費）
電子体温計：221台
飛沫防止アクリルパネル：134枚
園舎消毒作業：３園
サーモグラフィーカメラ：15台
UVカットネット：５枚
テント：７台

感染拡大防止対策として、電子体温計や飛沫防止アクリルパネル、
サーモグラフィーカメラを整備することで、保育園の安全管理対策の
徹底と利用者が安全安心に利用できる環境を整備できた。

4 定期予防接種事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①新型コロナウイルス感染症との同時流行に備え、優先的な接種対象者の円滑な接種に向けて、高齢者インフ
ルエンザ予防接種の自己負担を軽減
②高齢者インフルエンザ予防接種の自己負担軽減にかかる委託費
　要件：介護保険料第４段階以上の方および60～64歳の内部障害１級の方：700円軽減
　 　　　 介護保険料第１・２・３段階に該当する方：400円軽減
　・委託料：5,628千円
③65歳以上、60～64歳の内部障害１級の市民

R4.10～R5.3              5,628              5,300 

（委託料）
インフルエンザワクチン接種者数
・介護保険料第４段階以上および60～
64歳の内部障害1級の者：6,780人
・介護保険料第１・２・３段階の該当者：
2,206人

新型コロナウイルス感染症との同時流行に備え、予防接種費用助成
の自己負担額を軽減し接種を促進することで、新型コロナウイルス感
染症を含む感染症の同時流行防止や疾病の重症化予防につなげる
ことができた。

5 任意予防接種助成事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①新型コロナウイルス感染症との同時流行に備え、優先的な接種対象者の円滑な接種に向けたインフルエンザ
の任意予防接種費用助成の増額や対象拡大及び肺炎の発病・重症化予防のため肺炎球菌予防接種費用を助
成
②インフルエンザ・肺炎球菌の任意予防接種費用助成にかかる経費
　 要件：インフルエンザ：生後６か月から中学３年生まで（２千円助成）、高校生と妊婦（２千円助成）
    　　　 肺炎球菌：65歳以上で未接種の者または５年以上前に接種した者（４千円助成）
　・扶助費：4,034千円
③インフルエンザ：生後６か月から中学3年生、高校生、妊婦の方
　 肺炎球菌：高齢者の方（65歳以上）

R4.9～R5.3              4,034              3,800 

（扶助費）
インフルエンザワクチン接種者数
・生後６か月から中学３年生まで：2,885
人
・高校生：400人
・妊婦：34人

肺炎球菌ワクチン接種者数
・65歳以上で未接種の者または５年以
上前に接種した者：80人

新型コロナウイルス感染症との同時流行に備え、予防接種費用助成
の自己負担額を軽減し接種を促進することで、新型コロナウイルス感
染症を含む感染症の同時流行防止や疾病の重症化予防につなげる
ことができた。

6 新型コロナウイルス検査助成事業　　　　　　　　　　　　　　　

①新型コロナウイルス感染症の拡大や重症化の防止、市民の不安軽減を目的に、行政検査以外のPCR検査費
用を助成
②行政検査以外のPCR検査費用助成にかかる費用
　 要件：能美市に住所を有する無症状の方で、次のⅠ～Ⅲのいずれかに該当する方
　　　　　Ⅰ．病院又は診療所及び福祉施設等に従事する方
　　　　　Ⅱ．保育、教育、消防署等の施設に従事する方
　　　　　Ⅲ．濃厚接触者で健康観察期間を終えた方
　・扶助費：780千円
③PCR検査受検者

R4.4～R5.2                780                700 
（扶助費）
77件（内医療従事者71名）

主な利用者は医療従事者であり、PCR検査を行うことで新型コロナウ
イルス感染症の拡大防止に努めることができた。

7 新規採用者確保支援事業　　　　　　　　　　　　　　

①市民を新たに正規雇用した事業者に対して補助金を交付することで、新型コロナウイルス感染症の影響下にお
ける市民の雇用機会の確保及び市内事業者の人財確保を支援
②人財確保対策にかかる費用
　 要件：令和４年４月１日以降に市民を（期間の定めのない労働契約により）正規雇用した事業者
　　　　　 採用者１人につき100千円を交付、補助上限額1,500千円
　・補助金：5,300千円
③令和４年４月１日以降に市民を（期間の定めのない労働契約により）正規雇用した事業者

R4.4～R5.3              5,300              5,000 
（補助金）
26事業者（53人分）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により採用が抑制され
る中、正社員の新規採用を行う市内事業者に対し支援を実施するこ
とで、市民の雇用機会の確保及び市内事業者の人財確保を支援でき
た。

8 小規模事業者支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①小規模事業者が行う店舗・事務所の感染症対策を強化するための改装工事等費用の一部を補助することで、
市内小規模事業者による新型コロナウイルス感染症への対策強化を支援
②接触機会軽減、換気機能向上へつながる設備投資にかかる経費
　 要件：市内で継続して５年以上の営業をしている事業者
　・補助金：814千円
③市内小規模事業者

R4.5～R5.3                814                750 
(補助金)
６事業者

接触機会軽減や換気機能向上を図るための工事等に対し補助するこ
とで、市内の小規模事業者の新型コロナウイルス感染症への対策を
強化し、コロナ禍であっても事業を継続できるよう支援できた。

9 事業再構築促進支援事業　　　　　　　　　　　　　　

①国の「事業再構築補助金」及び石川県の「新分野進出・事業転換支援事業費補助金」の交付を受けた事業に
対し、能美市での新事業への進出や事業再構築を実施する市内事業者を支援
②事業の再構築に取り組む事業者支援にかかる経費
　・補助金：1,200千円
③国の「事業再構築補助金」又は石川県の「新分野進出・事業転換支援事業費補助金」の交付を受けた市内事
業者

R4.11～R5.3              1,200              1,100 
（補助金）
12事業者

国の「中小企業等事業再構築促進事業」または石川県の「新分野進
出・事業転換支援費補助金」の交付決定を受けた事業者に対し、ウィ
ズコロナ時代に対応する取り組みを支援できた。

10 能美市事業復活支援金

①国、県の事業復活支援金の給付を受けた市内事業者に対して上乗せ支援を行い、長引く新型コロナ感染症の
影響及び原油価格・物価高騰等による影響を受ける市内事業者の事業継続を支援
②事業継続支援にかかる経費
　・補助金：96,600千円
③売上高が30％以上減少し、国及び県の事業復活支援金を受給した市内事業者

R4.6～R5.1            96,600            95,000 
（補助金）
法人：327事業者
個人事業主：402事業者

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、売上が大きく影響を受
けた市内事業者に対し、国、石川県が実施する「事業復活支援金」に
市独自の上乗せの補助を行うことで、市内事業者の事業継続を支援
できた。

11 農業経営安定化支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　

①新型コロナウイルス感染症の影響により令和３年度の米の販売価格（仮渡金）が大幅に下落する中、農家の営
農継続と経営の安定化を図るため、令和４年度の必要経費の一部を支援
②農家の営農継続と経営の安定化を図るための経費
　 令和２年度と令和３年度の仮渡金の減少分について、対前年比で約18％の減少を見込み、この減少分を補填
するため、自己補填（約10％）及び収入保険（約7％）を除き、残り1%分を補助
　・補助金：15,660千円
③市内主食用米出荷者（農家（経営体））

R4.4～R4.6            15,660            15,000 
（補助金）
市内主食用米出荷者：289件

令和３年産米の米価下落や肥料・原材料費高騰により、農家の経営
環境が悪化したことから、令和４年度の営農継続を支援するため、経
費の一部を支援することで、農家の経営安定を図ることができた。

12 学校安全管理対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策として、市内小中学校において児童・生徒が安心して学校で
過ごすための消耗品等の購入および学校と児童・生徒の保護者が非接触で健康管理の情報や出欠の連絡等が
できるアプリを導入
②小中学校の感染症対策に必要な消耗品や連絡アプリのシステム使用料にかかる経費
　・需用費：4,804千円
　・使用料：1,094千円
③能美市内の全小中学校

R4.4～R5.3              5,898              5,500 

（需用費）
手指消毒用アルコール：324ケース
サーキュレーター：17台
（使用料）
システム使用料　市内全小中学校対象
固定ＩＰアドレス制限　3,000円/月×11
校
職員向け操作研修：１回

小中学校において感染リスクを最小限にしながら学校活動及び教育
活動を継続するための安全管理対策として、手指消毒用のアルコー
ルやサーキュレーターの購入を行い、安全安心な学校の活動のため
の環境を整備できた。
また、保護者と学校（教師）との双方向連絡システムを導入し、欠席・
遅刻の受付機能、連絡帳機能、お知らせ、アンケート等の一斉配信
等に活用し、コロナ禍における教職員の事務量の軽減と紙媒体の削
減によりコロナ感染対策にもつなげることができた。

13 自治公民館施設整備事業

①自治公民館において、新型コロナウイルス感染症対策のための衛生用備品等の整備費に対する補助
②衛生用備品等の整備費補助にかかる経費
　補助率：9/10（上限18万円）
　対象経費：空気清浄機、自動水栓化整備（５万円以上）
　・補助金　180千円
③自治公民館

R4.8～R4.10                180                180 
（補助金）
自治公民館：１施設

令和２、３年度に引き続き、感染拡大防止対策として、空気清浄機や
トイレ手洗い場のセンサー式水栓の整備に対し補助を実施すること
で、自治公民館の利用者が安全安心に施設を利用できる環境を整備
することができた。

14 電子図書館導入事業　　　　　　　　　　　　　　

①インターネットを通じて電子書籍を提供し、非来館型の図書館利用環境を整備することで、市民へコロナ禍にお
いても安心して図書に触れるサービスを提供し、生涯学習を推進する
②電子図書館導入にかかる経費
　・委託料：10,830千円
③能美市立図書館

R4.8～R5.3            10,830              5,000 

（委託料）
導入費：770千円
システム使用料：275千円
電子図書コンテンツ導入委託料：9,785
千円（2074タイトル）

非来館型の図書館利用環境を整備し、市民がコロナ禍においても図
書に親しむサービスを提供できた。

15 救急業務出動費　　　　　　　　　　　　　

①新型コロナウイルス感染症の感染者搬送に伴い、救急消耗品の消費が増加しているため、計画的に救急消耗
品を購入し、必要な在庫の確保を通し救急搬送体制を確保
②救急出動に係る救急消耗品購入にかかる経費
　・需用費：3,899千円
③能美市消防本部、消防署、分署

R4.4～R5.3              3,899              3,500 
（需用費）
感染防止衣、防護服、救急手袋、消毒
に要する救急消耗品の購入

救急消耗品の充実により、万全な二次感染防止対策を徹底すること
ができ、出動における新型コロナウイルスの感染および事業所内で
のクラスター発生による市民サービスの低下を防ぐことができた。

16 寺井分室施設改修

①能美市役所寺井分室の建物について、来庁者用のスペースが手狭であり、過密状態となっていることから、新
型コロナウイルス感染症対策として来庁者に対応するスペースを確保し、利便性の向上と来庁者の安心安全が
図られるよう、建物の改修工事を実施
②庁舎改修工事の設計委託にかかる経費
　・設計委託料： 2,420千円
③能美市役所寺井分室

R4.11～R5.3              2,420              2,200 
（委託料）
庁舎改修工事の実施設計業務委託：１
式

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策として、来庁者の安
全安心を確保し、利便性を向上させるため、過密状態にあった待合・
窓口スペースを現状（16.5㎡）から３倍以上（54.06㎡）に拡張し、会議
室を整備する設計を行えた。
（令和５年度末工事完成予定）

17 福島こども園運営費

①私立福島こども園に対し、コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響による運営費に係る副食費及び電気
料の上昇分を補助することで保護者負担を軽減
②運営費に係る副食費及び電気料上昇分の補助にかかる経費
　・補助金：636千円
③私立福島こども園に通う園児保護者

R5.3～R5.5                636                500 
（補助金）
・電気料金高騰分：440千円
・食材料費価格高騰分：196千円

コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受け運営費の負担
が増大した市内の私立認定こども園へ補助金を交付。安定的な事業
運営の支援及び保護者負担の軽減を図ることができた。

18 放課後児童クラブ運営補助金

①能美市内で放課後児童クラブを運営する２クラブに対し、コロナ禍において原油価格高騰の影響による電気料
の上昇分を補助することで保護者負担を軽減
②電気料の上昇分の補助にかかる経費
　・補助金：130千円
③ひすいすい放課後児童クラブ、WiWiキッズクラブに通う児童保護者

R5.3～R5.5                130                100 
（補助金）
市内民間放課後児童クラブ補助金交
付：２件

コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受け運営費の負担
が増大した市内の民間放課後児童クラブへ補助金を交付。安定的な
事業運営の支援及び保護者負担の軽減を図ることができた。

19 市内施設・店舗応援事業

①新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰等の影響を受ける市民の家計と市内施設・店舗を支援する
取組として、購入金額1,000円につき、500円を割引きする特典券を発行し、家計支援と消費喚起を図る
②市内施設・店舗を応援する特典券事業にかかる経費
　・需用費：363千円
　・役務費：3,214千円
　・補助金：63,888千円
③能美市民、能美市内施設・店舗事業者

R4.10～R5.3            67,465            65,000 

（補助金等）
第５弾（R4.11.1～R5.1.31）
　取扱店：221店
　利用率：69.4％
　経済効果：1億2,100万円

令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受
けている市内の施設・店舗での消費を喚起・下支えするため、特典券
の配布により、市民による買物や飲食、サービス利用等を促すことが
できた。

令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の事業実績について

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用事業として、実施計画をもとに実施した事業の概要及び実績は下記のとおりです。（※一部事業は、令和５年度に繰り越して実施しました。）

令和４年度提出実施計画分
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No
事業名

【国補助事業】
事業概要

①目的、②内容（経費内訳等）、③事業の対象又は施設
事業期間 総事業費 交付金充当額

事業の実施内容
（実績）

事業効果

20 トラック運送事業者支援事業

①コロナ禍における原油価格高騰等の影響を受ける市内トラック運送事業者（貨物自動車運送事業者）に対し、
事業継続支援及び原油価格高騰緩和策として、所有する車両に応じた支援を実施
②トラック運送事業者の支援にかかる経費
　補助額：補助対象事業者の所有する自動車１台あたり１万円～８万円を補助
　　　　　　（Ｇマーク認定事業者は事業用車両１台あたりプラス２万円を補助）
　・補助金：39,700千円
③市内トラック運送事業者（貨物自動車運送事業者）かつ中小企業者

R4.11～R5.2            39,700            35,000 
（補助金）
26事業者

コロナ禍における原油価格高騰等によって影響を受けたトラック運送
事業者へ支援を行うことで、原油価格高騰の影響を緩和し、事業継
続を支援することができた。

21 事業用等車両支援事業

①コロナ禍における原油価格高騰等の影響を受ける市内中小事業者等に対し、事業継続支援及び原油価格高
騰緩和策として、所有する車両に応じた支援を実施
②市内中小企業者等の支援にかかる経費
　補助額：補助対象事業者の所有する自動車に１台あたり１万円～８万円を補助
　・補助金　4,620千円
③市内中小企業者等

R4.11～R5.1              4,620              4,000 
（補助金）
34事業者

コロナ禍における原油価格高騰等によって売上には表れない影響を
受けた市内中小企業者へ支援を行うことで、原油価格高騰の影響を
緩和し、事業継続を支援することができた。

22 見本市等出展奨励事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響で各種商談会がキャンセルになり、受注が落ち込んでいる事業者に対
し、見本市等の参加支援を実施
②見本市等への参加支援にかかる経費
　・補助金　1,419千円
③石川県外で開催される見本市等に出展する事業者及び団体

R4.7～R5.3              1,419              1,200 
（補助金）
９事業者

各種商談会がキャンセルになり、受注が落ち込んでいる市内事業者
の見本市等への出展を支援することで、新規顧客獲得、受注促進、
事業継続支援を行うことができた。

23 能美市で能ん美り宿泊キャンペーン事業

①新型コロナウイルス感染症や物価高騰等の影響により落ち込んでいる宿泊需要を回復し、交流人口の拡大及
び能美市の魅力を発信するため、北陸３県にお住いの方を対象に宿泊割キャンペーンを実施
②宿泊割（能美市で能ん美り宿泊キャンペーン事業）及びのみブランドの贈呈にかかる経費
　宿泊割引額：１泊あたり１千円～５千円
　・需用費：494千円
　・委託料：99千円
　・補助金：20,763千円
③市内宿泊施設事業者、市内旅行会社、市内宿泊施設利用者（北陸３県にお住いの方）

R4.11～R5.3            21,356            20,000 
（補助金等）
宿泊割利用人数：5,093人
のみブランド贈呈人数：100人

新型コロナウイルス感染症の拡大により落ち込んだ宿泊需要や地域
経済の回復を後押しするとともに、市の魅力発信やふるさと愛の醸
成、交流人口の拡大を図ることができた。

24 学校給食費物価高騰対策事業

①コロナ禍における物価高騰等の影響により、学校給食の材料費が高騰していることから、保護者の支払負担が
増えることがないよう上昇分を支援
②給食費補助にかかる経費
　・補助金：5,937千円
③市内７小中学校の保護者

R4.9～R5.2              5,937              5,000 
（補助金）
７小中学校

物価高騰等の影響により上昇した学校給食の材料費に補助をするこ
とで、保護者負担の増加を防ぐことができた。

25 衛生材料配付事業

①コロナ禍における物価高騰等の影響をふまえ、市内の介護・障害関連事業所や医療機関に使い捨て手袋（グ
ローブ）を配付
②使い捨てグローブの配付にかかる経費
　・需用費：3,264千円
　・委託料：93千円
③市内介護・障害施設、医療機関

R5.2～R5.3              3,357              3,000 

（需要費）
使い捨て手袋（グローブ）
介護・障害施設：50施設
事業所：６施設
病院、医院：34施設
（委託料）
配布業務

新型コロナウイルス感染症の物価高騰等による影響を踏まえ、使い
捨て手袋（グローブ）を市内の介護・障害関連事業所や医療機関に配
布することで、不足するグローブの安定的な供給ができた。

26
物価高騰対策緊急支援事業（障害福祉サービ
ス事業所）

①コロナ禍における原油価格及び物価高騰に伴い、光熱費や燃料費等に大きな影響を受けている市内障害福祉
サービス事業所に対し、電気料等の上昇分を補助することで経済的負担を軽減し質の高いサービス等を提供で
きるよう支援
②市内障害福祉サービス事業所に対する電気料等上昇分の支援にかかる経費
　要件：令和４年２月から令和５年１月までに支払いした電気料金、ガス料金、重油・灯油料金の経費の対前年度
増加額に100分の50を乗じた金額（ただし、増加率100分の20を限度）を補助
　・補助金：5,049千円
③市内障害福祉サービス事業所

R5.3～R5.3              5,049              4,500 
（補助金）
障害福祉サービス事業所：９事業所

市内障害福祉サービス事業所９事業所に対し、原油価格高騰対策支
援（電気料金補助）を実施することで、安定して質の高いサービス・支
援の確保ができた。

27 物価高騰対策緊急支援事業（医療機関）

①コロナ禍における原油価格及び物価高騰に伴い、光熱費や燃料費等に大きな影響を受けている市内医療機関
に対し、電気料等の上昇分を補助することで経済的負担を軽減し質の高い医療を提供できるよう支援
②市内医療機関に対する電気料等上昇分の支援にかかる経費
　要件：令和４年２月から令和５年１月までに支払いした電気料金、ガス料金、重油・灯油料金の経費の対前年度
増加額に100分の50を乗じた金額（ただし、増加率100分の20を限度）を補助
　・補助金：9,877千円
③市内医療機関

R5.3～R5.3              9,877              9,000 

（補助金）
市内病院（２か所）
コロナ禍における原油価格及び物価高
騰に伴う電気料等の上昇分に対する補
助

市内医療機関に対し、原油価格高騰対策支援（電気料金補助）を実
施することで、経済的負担が軽減でき、医療の安定的な提供の一助
とすることができた。

28
病院事業会計繰出金（病院）（基準外）（物価等
高騰対策）

①コロナ禍における原油価格及び物価高騰に伴い、光熱費や燃料費等に大きな影響を受けている能美市立病院
に対し、電気料等の上昇分を繰り出すことで負担を軽減し、健全経営と安定した医療体制の確保を支援
②電気料等上昇分の支援にかかる操り出し経費
　要件：令和４年２月から令和５年１月までに支払いした電気料金、ガス料金、重油・灯油料金の経費の対前年度
増加額に100分の50を乗じた金額（ただし、増加率100分の20を限度）を補助
　・繰出金：7,306千円
③能美市立病院

R5.2～R5.2              7,306              6,500 

（繰出金）
能美市立病院
コロナ禍における原油価格及び物価高
騰に伴う電気料等の上昇分に対する繰
出

能美市立病院に対し、原油価格高騰対策支援（電気料金補助）を実
施することで、経済的負担が軽減でき、医療の安定的な提供の一助
とすることができた。

29
病院事業会計繰出金（介護老人保健施設）（基
準外）

①コロナ禍における原油価格及び物価高騰に伴い、光熱費や燃料費等に大きな影響を受けているはまなすの丘
に対し、電気料等の上昇分を繰り出すことで負担を軽減し、健全経営と介護サービス体制の確保を支援
②電気料等上昇分の支援にかかる操り出し経費
　要件：令和４年２月から令和５年１月までに支払いした電気料金、ガス料金、重油・灯油料金の経費の対前年度
増加額に100分の50を乗じた金額（ただし、増加率100分の20を限度）を補助
　・繰出金：1,583千円
③はまなすの丘

R5.2～R5.2              1,583              1,000 

（繰出金）
はまなすの丘
コロナ禍における原油価格及び物価高
騰に伴う電気料等の上昇分に対する繰
出

はまなすの丘に対し、原油価格高騰対策支援（電気料金補助）を実
施することで、安定して質の高いサービス・支援の確保ができた。

30 物価高騰対策緊急支援事業（介護事業所）

①コロナ禍における原油価格及び物価高騰に伴い、光熱費や燃料費等に大きな影響を受けている市内介護事業
所に対し、電気料等の上昇分を補助することで経済的負担を軽減し、質の高い介護サービス等を提供できるよう
支援
②市内介護事業所に対する電気料等上昇分の支援にかかる経費
　要件：令和４年２月から令和５年１月までに支払いした電気料金、ガス料金、重油・軽油・灯油料金の経費の対
前年増加額に100分の50を乗じた金額（増加率100分の20を限度）
　・補助金：10,434千円
③市内介護事業所

R5.3～R5.3            10,434              9,000 

（補助金）
介護サービス事業所：40事業所
コロナ禍における原油価格及び物価高
騰に伴う電気料等の上昇分に対する補
助

市内介護サービス事業所40事業所に対し、原油価格高騰対策支援
（電気料金補助）を実施することで、安定して質の高いサービス・支援
の確保ができた。

31 肥料価格高騰対策事業

①コロナ禍における農業用肥料価格の高騰に伴い、国の肥料価格高騰対策事業の補助を受ける農業者に対し、
市独自分の上乗せ補助を行い、市内農業者の営農継続を支援
②国、県の肥料価格高騰対策補助を受ける市内農業者への補助にかかる経費
　　市内農業者への市独自の上乗せ（10%分）支援補助
　・補助金：5,000千円
③市内農業者

R4.12～R5.7              4,794              2,850 
（補助金）
秋用肥料(R4.6～R4.10)購入者：230件
春用肥料(R4.11～R5.5)購入者：286件

肥料価格が高騰する中、化学肥料の使用量の２割低減に向けて取り
組む農業者に対し、肥料費上昇分の一部を支援することで、農業経
営への影響を緩和し、営農継続を強力に後押しすることができた。

32 子育て世帯生活応援事業

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等物価高騰の影響を受ける18歳以下の子どもを持つ子育て世帯に
対し、市独自の支援として、子ども一人当たり15千円の現金を給付
②市独自の子育て世帯生活応援の給付にかかる経費
　要件：令和５年４月１日時点で18歳以下の子どものいる世帯への生活応援支援に必要な給付経費
　　　　　（対象の合理的範囲として、物価高騰における生活費の負担が大きく特に支援の必要な子育て世帯に限
定）
　・役務費：348千円
　・扶助費：129,855千円
③18歳以下の子どもを持つ子育て世帯

R5.2～R5.3           130,203           123,878 

（郵送料）
郵便（73円）：4,771通
（扶助費）
給付金（15千円）：8,657名

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた18歳以下の子どもを持つ
子育て世帯に対し、子ども１人あたり15千円の現金を給付すること
で、家計への負担軽減対策が実施できた。

33
放課後等デイサービス・児童発達支援事業所
運営補助金

①コロナ禍における原油価格及び物価高騰に伴い、光熱費や燃料費等に大きな影響を受けている市内放課後等
ディサービス、児童発達支援事業所に対し、電気料の上昇分を補助することで経済的負担を軽減し、児童等への
サービスや支援を安定して提供できるよう支援
②市内放課後等ディサービス、児童発達支援事業所に対する電気料上昇分の支援にかかる経費
　要件：令和４年２月から令和５年１月までに支払いした電気料金の対前年度増加額（ただし、増加率100分の20
までを限度）を補助
　・補助金：530千円
③市内放課後等ディサービス事業所及び児童発達支援事業所

R5.3～R5.3                530                500 
（補助金）
放課後等デイサービス事業所および児
童発達支援事業所：６事業所

市内放課後等デイサービス事業所および児童発達支援事業所６事
業所に対し、原油価格高騰対策支援（電気料金補助）を実施すること
で、安定して質の高い児童サービス・支援の確保ができた。

34
医療介護連携システム構築事業
【デジタル田園都市国家構想推進交付金】

①「デジタル田園都市国家構想」のもと、本交付金として採択を受けた事業として、医療・介護・福祉の共通プラッ
トフォームの構築、遠隔医療・在宅見守りシステムの構築、総合生活支援サービスの実施等により、医療介護等
や民生委員等の移動を抑え、新型コロナウイルス感染症対策も含めた非接触の情報共有環境を整備
②本交付金の事業実施に必要な経費のうち地方負担分にかかる臨時交付金の対象経費（地方負担分の0.8）
　・需用費：835千円
　・委託料：58,260千円
　・使用料：1,024千円
　・備品購入費：23,965千円
③能美市内の医療介護施設等

R4.7～R5.3            84,084            21,557 

（委託料）
医療介護福祉の情報連携システム（の
みリンク）の構築実施
（備品購入費）
のみリンクを活用するためのタブレット
を購入（309台）
　民生委員児童委員：82台
　町会・町内会：24台
　医療介護専門職・関係機関：185台
　消防本部：５台
　市職員：13台　

のみリンクを構築し、タブレットを用いて地域の民生委員児童委員の
見守り活動や医療介護専門職等の情報連携に活用が可能となった。
また、情報提供に同意が得られた人については、災害時や救急搬送
時の情報連携に活用することも可能となっている。感染症対策を意識
した情報連携の仕組みを構築することにより、医療介護等専門職間
の事務効率化とケアの質の向上につなげることができた。

      558,903       462,215 
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